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令和 2 年 7 月豪雨被災地域における自治体職員のための産業保健活動 

ガイドラインステップ 
キーワード

（6 つ以内） 

・災害被災地の産業保健 

・自治体職員の産業保健 

・令和 2 年豪雨災害 

・大規模災害 

・産業保健と地域保健の連

携 
1～9 

改善・取組

みの背景と

課題 

某県某保健所は、10 市町村を管轄する県型保健所である。また総務振興課、保

健福祉環境部、土木部、農林部の 4 部署から構成される某県某地域振興局内の一

部署でもある。保健所長は、地域振興局の産業医を兼務する。 

令和 2 年 7 月に、Ｋ川が氾濫し、管内全域に甚大な被害が発生した。管内には最

大で 43 か所の避難所が開設されて 1,807 人が避難し、住家、道路、農業被害なども

多数発生した。このような中、管内の市町村及び、保健所を含む県地域振興局の職

員たちは突然の災害対応に追われ、多くが「過重・長時間労働」の状態に陥った。県

は、保健所長と兼務とはいえ、出先機関である各振興局単位にも産業医が常勤してい

る。それに比し、多くの市町村の産業保健体制は元来脆弱である。今回は発災時に産

業医欠員だった自治体、一度も産業医と会ったことがないと保健師が発言する自治体

もあった。また、災害対応で忙しくしている市町村保健師に、自分の市町村の産業保健

師の役割も課していることも多く、職員厚生・労務管理担当部署の産業保健体制に対

する一層の理解が必要な状態であった。 

 

 

 

 

 

 

 

改善・取組

みの着眼点 

自治体職員が健康で災害対応を続けられることが、地域の復興につながる。地域の

復興のためにも、災害時には自治体職員のための産業保健活動に一層の力を入れる

必要があると考えた。このことについて、発災早期から県振興局幹部、市町村保健師と

認識を共有し、活動に取り組むことにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善・取組

みの概要 

【県地域振興局での産業保健活動】 

⚫ 災害時の健康管理に関するチラシをトイレに貼付し、全職員にメールで配信 

⚫ （8 月）セルフケアイベント実施 

⚫ （8 月）健康状況調査実施（回答者数：115/134 名）⇒結果は個人に助言を添え

て返し、全体及び部署ごとの解析結果を管理職で共有した。「業務時間削減の工

夫をする」「災害対応の見通しを示す」「職場の雰囲気づくりに努める」「𠮟責だけで

なく労いも忘れずに」ということを確認した。また K6 10 点以上（12 人、10.4%)、「体

調が悪い」（9 名、7.8％）と回答した人のうち、面談希望者 7 人に対し産業医、保

健師で面談を実施。その後も随時、希望者、長時間勤務者に面談を実施した。 

【保健所による市町村支援として行った活動】 

⚫ （発災後早期）各市町村の産業保健体制の確認と助言 

⚫ （8 月）「管内自治体産業医・職員厚生担当者向け災害時自治体産業保健研

修会・意見交換会」を開催（県振興局各部労務担当者も参加） 

⚫ 県振興局の産業保健活動の取り組み紹介、資料等共有、健康状況調査の解析

の補助、衛生委員会に参加して助言など、随時支援 

これらの活動に取り組むにあたっては、県総務厚生課、県精神保健福祉センター、産

業医科大学関係者、産業保健総合支援センターなどに協力を依頼した。 

 

 

 

 

  



写真・図表・ 

イラスト 

     

効  果 

⚫ 県地域振興局では、管理職が職員の健康状況に一層の留意をするようになり、体

調・メンタル不調者に声掛けをして必要時は産業医との面談につなぐ、車中泊をし

ていた職員のために宿舎を確保するなどに奔走した。 

⚫ 産業医欠員だった自治体には、産業医を紹介することができた 

⚫ 市町村では、令和 2 年 12 月までに、健康管理やメンタルヘルスに関するチラシ等

の配布（4 か所）、衛生委員会開催（6 か所）、ストレスチェック実施（6 か所）、健康

調査実施（3 か所）、産業医等面談実施（5 か所）などの活動に取り組んだ。災害

活動報告でも、「職員の健康管理」という項目が掲げられたり、「住民に対してだけ

でなく、自分たちの健康管理も大切」などと言及されたりするようになった。 

この GPS の

経験から学

ぶことができ

るポイント 

⚫ 公務員は、特に災害時には住民を優先に考え、自分たちの健康管理等は後回し

にしがちであるが、災害時こそ産業保健活動に力を入れるべきである 

⚫ 産業保健体制が脆弱であることが多い小さな自治体では、元より「産業保健」につ

いての理解が乏しく、災害時産業保健活動の必要性を認識してもらうのに苦労す

る。自治体と産業医の関係が希薄なこともある。平時より、産業保健と行政（保健

所）が連携し、自治体においては、保健師だけではなく、職員厚生・労務管理担当

者および自治体産業医に対して、災害時自治体産業保健活動に関する理解を

得ておく必要がある。今回、発災後開催した「自治体産業医・職員厚生担当者向

け災害時自治体産業保健研修会」を平時に開催し、これまでの災害時産業保健

活動の、特に同規模自治体での事例などを示すことが効果的と思われる。 

⚫ 自治体内だけでは活動が難しい場合もあり、災害時産業保健支援チームも必要 
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発災直後に庁舎内トイレに貼付

したチラシ 

セルフケア研修会案内チラシ 
管内自治体産業医・職員厚生／労務担当者向け 

研修会案内チラシ 

https://www.city.kumamoto.jp/common/UploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=27805&sub_id=1&flid=202638　（2022
https://www.city.kumamoto.jp/common/UploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=27805&sub_id=1&flid=202638　（2022

